
盛岡市立地適正化計画 防災指針 

51 

 

第 3章 防災指針の取組方針 

（１）防災指針における基本的な考え方 

 

 災害リスクを踏まえた居住誘導区域の妥当性を検討するにあたり、基本的な考え方を次のとお

りとし、居住誘導の設定の妥当性をフローにより判定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 居住誘導区域の検討における災害リスクは、主に人的被害を対象とします。 

なお、物的被害等は、被害を受けた場合に人的被害を回避できるか否かを検証する視点で整

理を行うものとします。（※） 

 計画規模 L1 の降雨は、150 年確率であり、洪水災害リスクに対しては、「北上川水系流域治

水プロジェクト」の流域治水の取り組みにより回避が可能です。 

 想定最大規模 L2 の降雨は、1000 年に 1回程度と L1に比して著しく低頻度ですが、ひとたび

災害が発生した場合には、甚大な被害が発生するおそれがあり、避難を確実に行うことが可

能であるかという視点で居住誘導区域の設定の妥当性を判定します。 

 現状において確実な避難が困難な場合は、居住誘導区域に設定しないことを原則とします。

ただし、L2の発生頻度と本計画の計画期間とのギャップや地域特性等を考慮しながら、居住

誘導区域に設定しないことが適切でない区域については、土地利用規制等の対策を講じた上

で居住誘導区域とするものとします。 

〇「水害ハザードマップ作成の手引き」

国土交通省（平成 28 年４月） 
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〇防災指針における居住誘導区域の妥当性の判定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【判定により選定される主な居住誘導の地域】 

①：中心市街地（本町通・長田町地区、城西町地区、夕顔瀬町地区）、仙北地域（向中野二丁目

地区）等 

②：中心市街地（①地域以外）、南大通地域（清水町） 

③：南大通地域（鉈屋町）、仙北地域（①地域以外） 

④：好摩地域、岩脇町、厨川地域、上堂地域、西青山地域、前九年～夕顔瀬町地域の河岸侵食等

エリア 

（※1） 

・L1、L2（浸水深 h=3.0m 未満）の水災害リスク 

（※2） 

・L2（浸水深 h=3.0m 以上）、継続時間（72時間以上）、氾濫流、河岸侵食の水災害リスク 

（※3） 

・居住誘導すべき特殊事情（地域固有性の保全） 

・他計画との整合から区域に含める事情(景観計画、区域マスタープラン等の交通結節点(鉄道駅)） 
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（２）居住誘導区域、都市機能誘導区域の設定基本方針 

 

 災害リスク等に対する各区域のあり方を次表のとおりとし、L2 の家屋倒壊等氾濫想定区域（氾

濫流、河岸侵食）に含まれる地域は、原則として居住誘導区域に設定しないこととし、今後は、

新たな居住を制限することとします。すでに居住している地域においては、盛岡市地域防災計画

に基づき、避難を主とした対策により、引き続き人的被害の回避に取り組みます。 

 

 〇災害リスク等に対する各区域のあり方 
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〇居住誘導区域に設定しない地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①好摩上山付近（芋田橋上流_北上川右岸） 

②渋民泉田付近（鶴飼橋下流_北上川左

岸） 

③岩脇町付近（北上川左岸） 
④厨川二丁目付近（三馬橋下流_

北上川右岸） 
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⑧三本柳５地割、７地割地内（都南大橋下

流_北上川右岸） 

⑦前九年一丁目から夕顔

瀬町まで（北上川右岸） 

⑤上堂二丁目、三丁目、四丁目付近（北大

橋上流_北上川右岸、木賊川両岸） 

⑥西青山三丁目（諸葛川下流_諸葛川左

岸） 
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〇都市機能誘導区域に設定しない地域 
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（３）取組方針 

 

 防災指針における基本的な考え方に基づき、居住誘導区域における被害を回避し、適切な防災・

減災対策を推進するため、災害リスクに対する取組方針を次のとおり設定します。 
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（４）地域特性による居住誘導区域の基本方針 

 

 前述の「居住誘導区域に設定しない地域（除外区域）」以外の地域においては、主要な都市機能

の集積状況の高さ、まち並みの歴史性、交通結節点としての拠点性を考慮する必要があるため、

次の３地域は、L2の家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）が含まれる地域の特性を個別

に整理し、居住誘導区域のあり方を検討します。 

 

 

図 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模：L2） 
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 ア 中心市街地 

 

〇災害リスク 

北上川左岸や中津川両岸沿い等は、洪水の河岸侵食による人的被害や建築物の甚大な被害が想

定され、現行のハード整備（北上川上流ダム再生及び堤防整備等（※））が完了後もリスクが残

る地域です。 

（※）盛岡市を水害から守るため四十四田ダムのかさ上げ等により治水機能の増強を図る国土

交通省の治水対策事業 

〇地域特性 

都市機能別の中枢的な施設の配置が多く、都市機能の集積状況が非常に高くなっています。 

多様な都市機能に歩いてアクセスできる暮らしの場、公共交通の利便性が非常に高い地域であ

り、その沿線沿いでの人口密度が高くなっています。 

・盛岡駅、盛岡バスセンターから半径 800ｍの範囲 

  ・盛岡中心市街地循環バス「でんでんむし」のルートとなっている道路端から 300ｍの範囲 

・１日当たりのバスの運行本数は、中心市街地のバス停「中央通一丁目」などで約 360 本以上 

〇居住誘導区域等の基本方針 

水災害リスクが高い地域ですが、本市の商業、業務等の機能を集約した地域で、公共交通の利

便が高く、高密度な人口集積の維持を図るものとして、都市の重要性が非常に高い地域特性があ

ることから、河岸侵食の危険性の周知徹底を図り、当該地域における人的被害を回避することに

より、引き続き居住誘導区域とします。また、河岸侵食の影響を受ける都市機能誘導区域におい

ては、公共投資の効率化の観点から新たな都市機能誘導施設の誘導は行わないものとし、家屋倒

壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）が含まれる箇所を都市機能誘導区域に設定しないことと

します。 
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 イ 仙北地域 

 

〇災害リスク 

北上川右岸等（主に明治橋から南大橋周辺）において洪水の河岸侵食による人的被害や建物

の甚大な被害が想定され、現行のハード整備（北上川上流ダム再生及び堤防整備等（※））が

完了後もリスクが残る地域です。 

（※）盛岡市を水害から守るため四十四田ダムのかさ上げ等により治水機能の増強を図る国

土交通省の治水対策事業 

〇地域特性 

交通結節点に位置付けされた鉄道駅であるＪＲ仙北町駅の圏域にあり、中心市街地と仙北方

面を結ぶバス運行本数が非常に多く、公共交通の利便性が非常に高い地域です。 

もりおか交通戦略における公共交通軸であり、その沿線沿いで人口密度が高くなっています。 

・仙北町駅から半径 800ｍの範囲 

・公共交通軸となっている道路の道路端から 300ｍの範囲 

・１日当たりのバスの運行本数は、中心部と仙北方面を結ぶ路線で約 180 本以上 

〇居住誘導区域の基本方針 

水災害リスクの高い地域ですが、鉄道駅周辺での都市的土地利用が進み、公共交通の利便が

高く、高密度な人口集積の維持を図るものとして、都市機能上、重要な地域であるため、河岸

侵食の危険性の周知徹底を図り、当該地域における人的被害を回避することにより、引き続き

居住誘導区域とします。 
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 ウ 南大通地域 

 

〇災害リスク 

北上川左岸（明治橋周辺）において洪水の河岸侵食による人的被害やの甚大な被害が想定さ

れ、現行のハード整備（北上川上流ダム再生及び堤防整備等（※））が完了後もリスクが残る

地域です。 

（※）盛岡市を水害から守るため四十四田ダムのかさ上げ等により治水機能の増強を図る国

土交通省の治水対策事業 

〇地域特性について 

盛岡バスセンター及び仙北町駅から半径 800ｍの圏域外であるが、中心市街地と仙北地域を

結ぶ公共交通軸の沿線沿いであり、バスの運行本数が多い地域です。 

もりおか交通戦略における公共交通軸であり、その沿線沿いで人口密度が高くなっていま

す。 

清水町地区と鉈屋町地区とで形成されている地域であり、清水町地区はマンションの建築棟

数が多く、一方、鉈屋町地区は、歴史的な街道筋にあり町家の町並みが形成され、周辺には歴

史的建造物が多く残っており、住民による町家の保存活動運動（盛岡まち並み塾）による改修・

修景が進められてきた地域となっており、都市政策や景観政策上、重要な地域となっています。 

・盛岡バスセンターから半径 800ｍの範囲外、 仙北町駅から半径 800ｍの範囲外 

・公共交通軸となっている道路の道路端から 300ｍの範囲 

・１日当たりのバスの運行本数は、中心部と仙北方面を結ぶ路線で 180 本以上 

〇居住誘導区域の基本方針 

水災害リスクの高い地域ですが、上記のとおり、中心市街地と仙北地域を結ぶ都市的土地利

用がなされており、公共交通の利便が高く、高密度な人口集積の維持を図るものとして、都市

の重要性が高い地域特性があることから、河岸侵食の危険性の周知徹底を図り、当該地域にお

ける人的被害を回避することにより、引き続き居住誘導区域とします。 
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（５）３地域の地域特性を踏まえた取組方針 

 

３地域のリスクへ対応した取組方針を次のとおりまとめます。 

 

 

 

図 中心市街地、南大通地域 取組方針 

 

  （※）BCP：事業継続計画 
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図 仙北地域 取組方針 
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第 4章 防災まちづくりに向けた対策 

（１）防災まちづくりに向けた居住誘導区域における市域での対策 

 

 既往最大降雨（概ね 150 年に 1回程度）などに対する浸水被害の低減、回避や想定最大規模（概

ね 1,000 年に 1 回程度）の降雨規模等に対する人的被害の防止等に向け、前章（３）の取組方針

等に基づき、災害種別ごとの具体的な対策及び実施時期の目標等を位置付け、ハード対策及びソ

フト対策の両面から官民一体となって更なる災害に強いまちづくりに取り組みます。 

 災害対策基本法（昭和 36 年法律 223 号）第 42 条の規定に基づき、本市において策定している

盛岡市地域防災計画では、様々な災害に対応するため、平常時における災害予防計画、災害発生

時における災害応急対策計画及び災害復旧・復興計画を次のとおり定めています。 

 

◇盛岡市地域防災計画（本編） 抜粋 
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盛岡市地域防災計画に定める市域に係る防災対策を図示すると概ね次のとおりとなります。 

 

図 盛岡市地域防災計画に定める市域に係る防災対策 
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 盛岡市地域防災計画における災害リスクを踏まえた事前対策や災害時において図に示す取組

（ソフト対策）が効果的に発揮されるよう、防災指針では次のとおりの対策に取り組みます。ま

た、「第２章 災害予防計画」の「第８節 都市防災計画」や「第 13 節 風水害予防計画」で示

されるハード対策の取組は、北上川流域治水流域治水プロジェクトでの取組と合わせ、防災指針

における具体的な対策として、次項「（２）防災まちづくりに向けた居住誘導区域における各地区

別の対策」を整理します。 

 

盛岡市地域防災計画（本編） 盛岡市立地適正化計画（防災指針） 

・市民等へ災害リスクの周知に取り組みま

す。 

・３Ｄ都市モデルの構築により災害リスクの

可視化を行い、市民等への周知を行い更なる

防災、減災まちづくりに取り組みます。 

・災害時に広域避難や緊急輸送等を実施でき

るようあらかじめ緊急輸送道路を指定し、物

資の輸送に当たっては緊急輸送ネットワー

クの形成を図ります。 

・居住誘導区域内における緊急輸送道路の整

備に係る対策に取り組みます。（広域避難を

促進するための都市計画道路の整備） 

・要配慮者の安全確保を図る体制づくりとし

て、避難行動要支援者の名簿作成、個別避難

計画作成の支援を行います。 

・居住誘導区域内において、避難計画が効果

的に発揮されるように、徒歩での避難がしや

すい避難ルートや空間の確保に係る対策に

取り組みます。（道路拡幅等による避難路の

整備、都市公園の整備等） 

・災害時においても、安全で円滑な交通手段

として公共交通機関の確保に取り組みます。 

・居住誘導区域内において、「もりおか交通

戦略」の公共交通軸路線の整備を促進し、交

通の確保に取り組みます。（県道の４車線化

整備等） 

・関係者が協働して流域治水を推進し、風水

害に強いまちづくりに取り組みます。 

・河岸侵食エリアを居住誘導区域に設定しな

いことや居住誘導区域内の氾濫流エリアに

おける土地利用規制、洪水浸水想定区域内で

の建築物等の浸水防止を図る観点から建築

制限等の検討を行い、人的被害の回避に取り

組みます。 

 

盛岡市地域防災計画では、避難場所等を３河川で区切られる６地区に区分し選定（※１）して

いることから、各地区ごとに、ハード対策、ソフト対策、土地利用対策について、具体的な対策

及び実施時期の目標（※２）等を位置付けます。 

 

（※１）東南地区は居住誘導区域外です 

（※２）実施時期の目標は、「北上川水系流域治水プロジェクト」を踏まえ、概ね短期（～令和

７年）、中期（令和８年～令和 12 年）、長期（令和 13 年～）の区分により示します 
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（２）防災まちづくりに向けた居住誘導区域における各地区別の対策 

 

① 玉山地区 

◎対策（居住誘導区域を対象） 
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◎実施時期の目標（居住誘導区域を対象） 
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② 西地区 

◎対策（居住誘導区域を対象） 
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◎実施時期の目標（居住誘導区域を対象） 
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③ 中央地区 

◎対策（居住誘導区域を対象） 
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◎実施時期の目標（居住誘導区域を対象） 
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④ 東地区 

◎対策（居住誘導区域を対象） 
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◎実施時期の目標（居住誘導区域を対象） 
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⑤ 南地区 

◎対策（居住誘導区域を対象） 
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◎実施時期の目標（居住誘導区域を対象） 
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（３）防災まちづくりの目標値 

 

 防災まちづくりに関する対策の計画的な進捗に取り組み、適正な進行管理を図るため、評価指

標と目標値を定めます。評価指標については、盛岡市立地適正化計画における居住や都市機能の

誘導等に係る指標と合わせて概ね５年ごとに評価を行うとともに、必要に応じて対策等の見直し

を行います。 

 

 

ア 目標① 居住誘導区域のうち災害リスクエリアにおける防災指針の全戸周知率(％)及び継続

実施 

居住誘導区域のうち、ミクロ分析により抽出した浸水継続時間 24 時間（１日間）以上が想定

され、家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）が想定されるような災害リスクの高い地

域の全居住者を対象とし、防災指針や防災情報等の内容を周知するチラシ等を全戸配布（転入

者含む）するとともに、これを継続して行うことで、居住誘導区域内で取り組む防災対策等の

認知度及び防災意識の向上を図り、人的被害を確実に回避することを目標とします。 

評価指標 令和３年 

（2021 年） 

令和７年 

（2025 年） 

令和 17 年 

（2035 年） 

居住誘導区域のうち災害リスクエリアにおけ

る防災指針の全戸周知率(％)及び継続実施 

０％ 100％ 100％ 

 

 

イ 目標② 居住誘導区域の都市計画道路の整備率(％)  

災害時において避難計画が効果的に発揮されるように、徒歩での避難がしやすい避難空間を

確保し、広域避難を促進するため、居住誘導区域内の都市計画道路の整備を図ることを目標と

します。 

評価指標 令和３年 

（2021 年） 

令和７年 

（2025 年） 

令和 17 年 

（2035 年） 

居住誘導区域の都市計画道路の整備率(％) 79.8％ 81.5％ 83.4％ 

 

 

 
 


